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空港利用促進事業 事務事業評価シート

31年度(計画)

30年度(実績) 31年度(計画)

事業ｺｰﾄﾞ 事業名

124100 空港利用促進事業

暮らし

　事業概要　…上記目的を実現するための事業手法を記載すること

目的 いわて花巻空港の利用促進

対象 いわて花巻空港の利用者

10

後援・協賛 補助・助成

29年度(実績)

市民参画の有無

市民協働の形態

実績 11 5

【 事後評価 】平成 30 年度 事務事業評価シート

総合
計画

分野

会計 款 項 目

一般 02 01 06

政策 2-2 生活基盤の充実
施策 2 公共交通の確保

意図 いわて花巻空港の利用者増加を図る
妥当である

見直し余地がある

○空港利用促進関係団体への支援　1,773千円
　・岩手県空港利用促進協議会等への支援、並びに連携した利用促進活動を実施
○要望活動・ＰＲ活動　363千円
　・空港路線網の拡充等にかかる要望活動、就航先都市でのＰＲ活動

有
効
性

 成果の向上余地

 事業費・人件費の削減余地
事業費の削減余地がある

人件費の削減余地がある

どちらも削減余地がない

妥当でない

目
的
妥
当
性

 公共関与の妥当性

委託

公
平
性

　花巻空港整備が終了（H23.7より供用開始）し、大幅な機能向上
が図られた。このことから、国際線のチャーター便就航や定期路
線開設に向けた取り組みや、花巻空港の利便性のＰＲを、関係機
関と連携を図りながら進めていく。

向上余地がある

向上余地がない

効
率
性

 関係団体の活動見直しを提言するなどして一本化できる活動等が
あれば、負担金補助金を削減する余地はある。

対象外
適正である共催 実行委員会・協議会 事業協力・協定

③
計画

活動指標　（上記「事業概要」に対応） 単位 区分 30年度(実績)

②
利用促進協議会等関係団体との協
議、検討会

回
計画 10

① 航空会社、国等への要望活動 回
計画 10

実績 11 10
10

人
423,000 431,000目標

実績

481,859実績

29年度(実績)成果指標　（上記「意図」に対応） 単位 区分

成果指標
の達成度

○ 目標値より高い 概ね目標値どおり

③

② 定期便路線数（国内、国際） 路線
目標

①

実績

花巻空港利用者数

目標

実績 4

440,749

　成果指標の達成度の要因分析
 （新規事業及び成果指標を変更した場合は、その成果指標を設定した考え方、目標値の根拠を記載）

　利用率低下は路線運休に直結することから、利用促進のため利便性のＰＲ活動等は今後も重要
であり、関係機関と引き続き連携を図っていく必要がある。

岩手県をはじめとした関係団体と一体となった利用促進の取り組みにより、空港利用者は前年度
比109.3％と増加した。また、平成30年8月には台湾便、平成31年1月には上海便が就航し、国内4
路線、国際2路線となった。

目標値より低い

4 4
6

　観光客、ビジネス客が花巻市に訪れるための公共交通である
が、利用促進等ＰＲ活動を展開しないと利用率の低下が懸念さ
れ、路線の便数減や運休に繋がる恐れがあることから、岩手県や
市、関係機関が連携して利用促進活動に取り組む必要がある。

 受益と負担の適正化余地 　花巻空港の利便性向上は、花巻空港を利用する全ての方に受益
があり、公平・公正である。受益機会の見直し余地がある

費用負担の見直し余地がある

　総合評価　…上記評価結果の総括
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単位：千円

① 空港利用促進関係団体への支援　1,773千円

○ ～

② 要望活動、ＰＲ活動　363千円
全国民間空港関係市町村協議会（総会、国要望活動、フォーラム）
就航先都市でのＰＲ活動（名古屋、福岡）等

　

空港利用促進事業

平成 30 年度 事業説明資料 【 】

項会計 款

事後評価
川村　紳 288担当係長 内線

《事業手法の詳細》…概略図による事業手法の詳細と事業費の内訳を記載すること。
【適宜、セルは結合して構わないが、結合した1つのセル内は１文章程度にとどめること。】

担当部署 部名 商工観光課 課名 観光課

29年度
決算額(A)

30年度
決算額(B)

31年度
現計予算額

決算額前年比
(B-A）

事業費
2,281 2,136 △ 145

補助及び
連携活動

財
源
内
訳

国・県

地方債

部重点施策における目標

年度〕事業期間

花巻空港利用促進協議会

＜目的＞
空港の一層の利用促進を図
る

＜事業内容＞
「空の日」イベント事業へ
の協力等利用促進活動　等

＜補助金＞
250千円

＜事務局＞
花巻商工会議所

△ 145

事業概要

○空港利用促進関係団体への支援　1,773千円
　・岩手県空港利用促進協議会等への支援、並びに連携した利用促進活動を実施
○要望活動・ＰＲ活動　363千円
　・空港路線網の拡充等にかかる要望活動、就航先都市でのＰＲ活動

事業説明資料

意見・要望等の状況（市政懇談会や支所執務、議会答弁対応その他意見・提言等）

単年度繰返 期間限定 〔平成

事業開始の背景・経緯

いわて花巻空港の利用を促進させます

目

06

事業ｺｰﾄﾞ

124100

花巻空港は、当市に所在する岩手県の空の玄関口として、市民・県民生活の利便性向上や経済発
展に大きく寄与しているが、より一層の機能強化と利用促進のため、各協議会へ加入し一体と
なって活動することが重要である。

一般財源 2,281 2,136

事業名

年度 平成

一般 02 01 空港利用促進事業

※特定財源の内訳

その他

花巻市

連携活動
国への要望
に係る連携

岩手県空港利用促進協議会

＜目的＞
県内の航空需要の喚起を図
り、航空路線の充実等を促
進し、国内外との交流の活
性化を通じて県の幅広い発
展に資する

＜事業内容＞
国内定期便利用促進事業、
国際ﾁｬｰﾀｰ運航拡大事業
等

＜負担金＞
1,500千円

＜事務局＞
岩手県空港課

全国民間空港関係市町村協
議会

＜目的＞
加盟市町村が有する民間空
港関連の各種問題を総合的
に調査研究し、解決するた
めの方策の推進

＜事業内容＞
要望活動、空港ﾌｫｰﾗﾑ及び
研修会の開催　等

＜負担金＞
23千円

＜事務局＞
兵庫県伊丹市
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公共交通確保対策事業 事務事業評価シート

　成果指標の達成度の要因分析
 （新規事業及び成果指標を変更した場合は、その成果指標を設定した考え方、目標値の根拠を記載）

　路線バスの利用者が減少傾向にある中で、利用促進事業により幹線路線バスの利用者数を維持
することができた。また、市街地循環バスを平成30年10月から増便し利便性を向上するととも
に、大迫花巻地域間連絡バス、予約応答型乗合交通などのコミュニティバスの運行により、公共
交通を必要とする市民等の移動手段を確保することができた。
　特に、大迫地域においては、民間路線バスが廃止されるにあたり、予約応答型乗合交通「予約
乗合バス」を導入し、地域住民の生活交通の確保を図っており、今後は、必要とする人が利用で
きるよう周知を図っていきたい。
　また、平成31年9月末に笹間地区を運行する民間バス路線が廃止されることから、太田地区と
合わせた西南地域に平成31年10月から予約応答型乗合交通を導入する予定としており、地域説明
会を開催し導入に向けた準備を行っている。今後も関係機関との調整、利用方法の周知などを
行っていく。

　路線バスの利用者が減少傾向にある中で、利用促進事業により幹線路線バスの利用者数を維持
することができた。また、市街地循環バスを平成30年10月から増便し利便性を向上するととも
に、大迫花巻地域間連絡バス、予約応答型乗合交通などのコミュニティバスの運行により、公共
交通を必要とする市民等の移動手段を確保することができた。
　大迫地域においては、民間路線バスが廃止されるにあたり、予約応答型乗合交通「予約乗合バ
ス」を導入し、地域住民の生活交通の確保を図った。
　活動指標及び成果指標について、Ｈ29.6月策定の花巻市地域公共交通網形成計画（計画期間：
Ｈ29～35）に掲載している指標との整合性を図るため、Ｈ30から指標を変更した。

目標値より低い

43.0 43.0
42.7

公共交通サービスは、交通弱者の移動手段の確保のみならず、市
民の日常生活における利便性の向上や市街地の活性化に資するも
のであり、公共関与は妥当である。

 受益と負担の適正化余地 路線競合に配慮しながら交通空白地の解消に努めており、受益機
会は適正である。また、受益者負担についても、定時定路線につ
いては利用距離に応じた設定としているほか、区域運行について
は統一料金としており、適正である。

受益機会の見直し余地がある

費用負担の見直し余地がある

　総合評価　…上記評価結果の総括

成果指標　（上記「意図」に対応） 単位 区分

成果指標
の達成度

目標値より高い ○ 概ね目標値どおり

③

②
公共交通に満足している市民の割
合（市民アンケート）

％
目標

①

実績

日常生活で公共交通を利用できる
市民の割合（市民アンケート）

目標

実績 44.8

74.9

58,500

％
76.2 76.2目標

12,400
実績

73.0実績

29年度(実績)

③ 予約応答型乗合交通の利用者数 人
計画 10,800

10,178 11,714

活動指標　（上記「事業概要」に対応） 単位 区分 30年度(実績)

② 市街地循環バスの利用者数 人
計画 52,000

① 幹線路線バスの利用者数 人
計画 332,000

実績 55,182 66,488

委託

公
平
性

Ｈ29.6月策定の花巻市地域公共交通網形成計画に基づき、計画に
掲載している公共交通サービスの利便性を高める事業を順次展開
していくことで、成果の向上が期待できる。

向上余地がある

向上余地がない

効
率
性

民間路線バスの廃止等に伴い、利用者の予約に応じて運行する予
約応答型乗合交通の導入を進める等、効率的な公共交通サービス
の提供を推進している。

対象外
適正である共催 実行委員会・協議会 事業協力・協定

意図 利用しやすい公共交通サービスを提供する
妥当である

見直し余地がある

○バス運行業務等委託
　予約乗合バスシステム運用管理・導入業務（石鳥谷地域、東和地域、大迫地域）市街地循環バ
ス増便用車両の整備、大迫バス待合所新築工事設計業務等
○バス等運行事業費補助
　市街地循環バスふくろう号・星めぐり号、大迫地域公共施設連絡バス、大迫・花巻地域間連絡
バス、県立中部病院連絡バス、予約応答型乗合交通（石鳥谷地域、東和地域、大迫地域、湯口地
域）、広域生活路線バスの運行補助金の交付
○その他
　バス路線マップ、時刻表等の作成、利用促進企画バス借上げ等

有
効
性

 成果の向上余地

 事業費・人件費の削減余地
事業費の削減余地がある

人件費の削減余地がある

どちらも削減余地がない

妥当でない

目
的
妥
当
性

 公共関与の妥当性

【 事後評価 】平成 30 年度 事務事業評価シート

総合
計画

分野

会計 款 項 目

一般 02 01 07

政策 2-2 生活基盤の充実
施策 2 公共交通の確保

31年度(計画)

30年度(実績) 31年度(計画)

事業ｺｰﾄﾞ 事業名

124300 公共交通確保対策事業

暮らし

　事業概要　…上記目的を実現するための事業手法を記載すること

目的 コミュニティバスの運行や民間路線バスへの補助を行い公共交通サービスを確保するため

対象 公共交通を必要とする市民

332,000

後援・協賛 補助・助成

29年度(実績)

市民参画の有無

市民協働の形態

実績 332,943 326,390
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単位：千円

①バス等運行業務委託　10,502千円

②設計等業務委託料　734千円

③警備・清掃等業務委託料　56千円

○ ～ ④バス等運行事業補助　90,795千円

　

⑤その他　4,281千円

○地域公共交通会議委員報酬 168千円

○啓発用印刷物等 4,113千円（公共交通マップ・バス時刻表の作成、車庫光熱水費等）

公共交通確保対策事業事業説明資料

・花巻市地域公共交通網形成計画に基づいた新たな公共交通施策の展開が求められている。（平成30年度＝大
迫地域への予約乗合バスの導入、ふくろう号の増便、交通結節点の整備、情報発信と利用促進）
・幹線路線である大迫石鳥谷線及び大迫花巻線の維持・利便性向上のための方策が求められている。

市内を運行している民間事業者の路線バスの
うち、不採算路線の運行維持に要する補助
（県補助2路線、市単独補助4路線）

20,780広域生活路線バス

18,139大迫・花巻地域間連絡バス

大迫地域から県立中部病院までの直通バスと
して大迫・花巻地域間連絡バスを花巻駅から
延伸するバス運行に要する補助（平日4往復）

1,675県立中部病院連絡バス

大迫公共施設連絡バス 128

大迫地域内の公共施設や医療機関等を循環す
るバスの運行に要する補助（平日1便）（平成
30年9月末廃止）

交通不便地域の解消、利便性の向上、運行の
効率化を目的に実施している予約応答型乗合
交通の運行に要する補助（石鳥谷地域、東和
地域、湯口地域）及び車両購入に係る補助

34,799

予約応答型乗合交通
（大迫地域、石鳥谷地域、東和地
域、湯口地域）

事業概要

○バス運行業務等委託
　予約乗合バスシステム運用管理・導入業務（石鳥谷地域、東和地域、大迫地域）市街地循環バ
ス増便用車両の整備、大迫バス待合所新築工事設計業務等
○バス等運行事業費補助
　市街地循環バスふくろう号・星めぐり号、大迫地域公共施設連絡バス、大迫・花巻地域間連絡
バス、県立中部病院連絡バス、予約応答型乗合交通（石鳥谷地域、東和地域、大迫地域、湯口地
域）、広域生活路線バスの運行補助金の交付
○その他
　バス路線マップ、時刻表等の作成、利用促進企画バス借上げ等

意見・要望等の状況（市政懇談会や支所執務、議会答弁対応その他意見・提言等）

目

07

事業ｺｰﾄﾞ

124300

バス利用者数の減少による民間路線バスの撤退、市街地の活性化や合併による直通バスの確保な
どの課題に対し、公共交通を必要とする市民等にとって、利用しやすい公共交通サービスを提供

一般財源 56,099 58,232

事業名

年度 平成

△ 1,643

一般 02 01 公共交通確保対策事業

※特定財源の内訳

項目 事業費部重点施策における目標

年度〕事業期間 単年度繰返

2,133

項目 事業費 内容
財
源
内
訳

国・県

その他 1,643

2,958 3,736 778

89,300 106,368 17,068

地方債 28,600 44,400 15,800

29年度
決算額(A)

30年度
決算額(B)

31年度
現計予算額

決算額前年比
(B-A）

事業費

部名 建設部 課名 都市政策課

《事業手法の詳細》…概略図による事業手法の詳細と事業費の内訳を記載すること。
【適宜、セルは結合して構わないが、結合した1つのセル内は１文章程度にとどめること。】

平成 30 年度 事業説明資料 【 】

項会計 款

事後評価
高橋　和司 562担当係長 内線担当部署

内容

市街地の公共施設、医療機関等を循環するバ
ス（星めぐり号・ふくろう号）の運行に要す
る補助（毎日、左回り10便、右回り10便）

15,274
市街地循環バス
（星めぐり号、ふくろう号）

大迫地域から花巻中心部への直通バスの運行
に要する補助（平日4往復・土日2往復）

予約応答型乗合交通
（大迫地域、石鳥谷地域、東和地
域）

5,400

大迫・石鳥谷・東和地域の予約乗合バスのシ
ステム運用管理業務委託、大迫地域予約乗合
バスのシステム導入設定委託、データ分析業
務委託、乗降場所及び路線バスとの結節点表
示作成業務委託等

バス車両整備維持管理 5,102
所有バス整備維持管理業務委託、市街地循環
バス表示板作成業務委託等

期間限定 〔平成

事業開始の背景・経緯

公共交通の利便性を図ります。

県：3,736（地域バス交通支援事業費補助金2,708　補助率1/2、地域公共交通活性化推進事業補助金1,028 補助率1/2）
地方債：44,400（過疎対策債：大迫・東和予約乗合、大迫花巻地域間バス等43,800、合併特例債:大迫バス待合所新築工事
関係600）

　大迫バスターミナル跡地の大迫バス待合所新築工事設計業務

　大迫バスターミナル跡地の仮設トイレ清掃業務

運行事業者への運行費補助

市 市民

コミュニティバス等

民間路線バス事業への赤字補助

利用しやすい

公共交通サービス

民間路線バス
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公共交通確保対策事業事業説明資料

事業名項

01

目

12430007

事業ｺｰﾄﾞ

年度事業説明資料30

一般

款

平成 事後評価

02

会計

公共交通確保対策事業

【 】
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○

○

○

〔 〕 ○

都市施設機能改善事業費 事務事業評価シート

　成果指標の達成度の要因分析
 （新規事業及び成果指標を変更した場合は、その成果指標を設定した考え方、目標値の根拠を記載）

平成30年度の事業は目的・手法とも適切で妥当な内容であった。令和元年度以降は、施設の利用
状況・見込み、利用者の声、費用対効果などを踏まえ、新花巻駅駐車場の拡張整備等を行う必要
がある。

事業の性質上、活動実績そのものが成果であることから、成果指標は設定しない。

目標値より低い

不特定多数の人が利用する交通広場の施設改善は管理者である市
が行うべき事業である。

 受益と負担の適正化余地 有料駐車場は設置意図に則した適切な料金を利用者から徴収し維
持管理費に充当していることから見直し余地はない。臨時駐車場
の料金徴収適否は、実施手法、経費や手間の負担、利用頻度、拡
張整備の方向性などを踏まえた今後の検討課題である。

受益機会の見直し余地がある

費用負担の見直し余地がある

　総合評価　…上記評価結果の総括

成果指標　（上記「意図」に対応） 単位 区分

成果指標
の達成度

目標値より高い 概ね目標値どおり

③

②
目標

①

実績

目標

実績

目標

実績

実績

29年度(実績)

③
計画

活動指標　（上記「事業概要」に対応） 単位 区分 30年度(実績)

②
計画

① 発注 件
計画 2

実績

委託

公
平
性

平成30年度の施設改善事業を踏まえ、より快適で利便性の高い交
通広場環境の創出に向けた事業を構築する。向上余地がある

向上余地がない

効
率
性

適切な設計による妥当な事業費であり、また、職員が行うのは発
注・監督等必要最小限の業務であることから削減余地はない。

無
適正である共催 実行委員会・協議会 事業協力・協定

意図 車両での駅利用時における安全で快適な駐車環境を確保する
妥当である

見直し余地がある

１.新花巻駅・花巻駅駐車場整備　9,512千円
　　照明改修、案内板更新、防犯カメラ設置
２.新花巻駅臨時駐車場整地　5,760千円
　　土地開発基金で取得する土地(矢沢3号児童公園西側)を臨時駐車場として利用できるように
整地

有
効
性

 成果の向上余地

 事業費・人件費の削減余地
事業費の削減余地がある

人件費の削減余地がある

どちらも削減余地がない

妥当でない

目
的
妥
当
性

 公共関与の妥当性

【 事後評価 】平成 30 年度 事務事業評価シート

総合
計画

分野

会計 款 項 目

一般 08 04 05

政策 2-2 生活基盤の充実
施策 2 公共交通の確保

31年度(計画)

30年度(実績) 31年度(計画)

事業ｺｰﾄﾞ 事業名

184290 都市施設機能改善事業費

暮らし

　事業概要　…上記目的を実現するための事業手法を記載すること

目的 駅周辺施設の機能向上を図り、快適で利便性の高い交通広場環境を提供する

対象 駅利用者

2

後援・協賛 補助・助成

29年度(実績)

市民参画の有無

市民協働の形態

実績 2 6
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単位：千円 １.新花巻駅・花巻駅駐車場整備　　9,512千円
[新花巻駅駐車場]
◇照明改修 3,067千円
　▸照明増設　東駐車場1基　　
　▸照明器具LED化、安定器・配線交換　　　
◇案内板更新 1,553千円
　▸新花巻駅・駐車場誘導案内板 1基（県道東和花巻温泉線沿い）　　

[花巻駅駐車場]
◇防犯カメラ設置 4,892千円
　▸防犯カメラ設置　南駐車場(第１)2基、(第2)2基

２.新花巻駅臨時駐車場整地　　5,760千円
◇矢沢3号児童公園西側土地の整地　　＊平成29年取得用地(土地開発基金)
　▸路盤、砕石（現状は緩い草地状態→車両を駐車できるように）　　
　▸駐車可能台数 77台　　
［臨時利用状況］混雑時に駐車場の不足が生じた際に臨時的に利用

【時期】ＧＷ、３連休、ＳＷ、ＪＲ企画(大人の休日倶楽部)、お盆、年末年始ほか

【Ｈ30ﾋﾟｰｸ時】11月23-25日三連休 全895台

○ ～

　

都市施設機能改善事業費

08 04 都市施設機能改善事業費

※特定財源の内訳

その他

単年度繰返 期間限定 〔平成

事業開始の背景・経緯

都市施設の利便性向上を図る

目

05

事業ｺｰﾄﾞ

184290

平成27～29年度にかけて新花巻駅西側の無料駐車場を順次整備・有料化し、マナー違反車両対策と駅利用者の
利用環境向上を図った。新花巻駅駐車場は、混雑時に不足が生じていることから、拡張予定地を臨時利用する
必要があり、また、東駐車場も老朽化により環境整備が必要になっている。

一般財源 75,743 15,272

事業名

年度 平成

一般

事業概要

１.新花巻駅・花巻駅駐車場整備　9,512千円
　　照明改修、案内板更新、防犯カメラ設置
２.新花巻駅臨時駐車場整地　5,760千円
　　土地開発基金で取得する土地(矢沢3号児童公園西側)を臨時駐車場として利用できるように
整地

事業説明資料

・駐車場の利用者から照度の改善、防犯対策の強化、駐車場の誘導表示増設、混雑時における駐
車場不足対応等の要望が出されている

意見・要望等の状況（市政懇談会や支所執務、議会答弁対応その他意見・提言等）

部重点施策における目標

年度〕事業期間

△ 60,471

地方債
財
源
内
訳

国・県

事業費
75,743 15,272 △ 60,471

29年度
決算額(A)

30年度
決算額(B)

31年度
現計予算額

決算額前年比
(B-A）

都市政策課

《事業手法の詳細》…概略図による事業手法の詳細と事業費の内訳を記載すること。
【適宜、セルは結合して構わないが、結合した1つのセル内は１文章程度にとどめること。】

平成 30 年度 事業説明資料 【 】

項会計 款

事後評価
吉越 566担当係長 内線担当部署 部名 建設部 課名


